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２．効率的で持続的なふ化放流事業の構築に向けた検討及び技術開発 

 
(１) ふ化放流コスト実態・統計調査 
 
実施機関及び担当者:  
一般社団法人全国さけ・ます増殖振興会： 伊集院兼丸、鵜沼陽一朗、中村勇佑（東海大学

大学院）、成田伊沙哉（東海大学大学院） 

 
【目的】  

本州域のふ化放流コストの実態を明らかにするための統計調査を行い、今後の改良方法の

検討に資することを目的とする。 
 

【方法】  
 本州域９県から県と地域を考慮してランダムに抽出した 27 ヶ所を対象に各ふ化場の放流経

費及び地域の社会活動等について、調査票や調査員によるヒアリングを行う。 
 
【結果】  

本州域 9 県におけるさけふ化放流事業を実施する漁協は 109、ふ化場は 116 ヶ所あり、うち

本年度は昨年度同様に 27 ヶ所を対象として調査を実施した（図 1）。 

 

収入 

収入規模は、0～121,261 千円であった（図 2－1）。 

本州域においては、ふ化事業者と漁業者が別であり、県稚魚買上げや増殖協会による助

成等が主である（助成費には、さけ定置網漁業等の水揚金額 2～7％の助成金が含まれる）。 

収入に占める県稚魚買上げ等の割合は 0～97％であり、50％以上のふ化場は 14 ヶ所であ

った（N-1、P-14、P-13 は、市や町からの委託金が自主財源やその他に一括計上）。 

親魚捕獲、ふ化場管理ともに特別採捕許可証を持つ個人が担う形態で、県稚魚買上げ代

は組合の収入にはならず、個人に支払われるふ化場があった(P-16)。 

海域別の収入規模は、日本海側においては 5 百万円以下 4 ヶ所、1 千万円以下 3 ヶ所、2

千万円以下 2 ヶ所、2 千万円以上 1 ヵ所であった。太平洋側においては 5 百万円以下 2 ヶ

所、1 千万円以下 2 ヶ所、2 千万円以下 5 ヶ所、2 千万円以上 8 ヶ所であった（図 2－2）。 

海域別の収入に占める県稚魚買上げ代等割合 50％超のふ化場数は、太平洋側が 10/17

ふ化場、日本海側が 4/10 ふ化場であり、海域別の偏重はみられない。 

 

支出 

支出規模は、220 千円～129,321 千円であった（図 3－1）。 

支出に占める親魚捕獲費の割合は 0～65％、ふ化場管理費の割合は 0～100％であった。

（ただし、親魚捕獲費とふ化場管理費の割合の経理区別がないことから、人件費のみ親魚捕

獲費に一括計上しているふ化場< P-15>、人件費、動力費及び施設関係費を親魚捕獲費に

一括計上しているふ化場< N-4、N-5、N-6>がある。） 

親魚捕獲せず、種卵を購入してふ化放流を行っているため、親魚捕獲費が 0 となるふ化場

があった（P-3)。 

市がふ化場管理をしているため、組合にかかるふ化場管理費が 0 となるふ化場があった(N-

1)。 

支出に占める人件費割合は 0％～75％、動力等は 0％～30％、施設関係費（減価償却・修
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理費等）は 0％～36％であった（図 3－2）。 

人件費がほとんど拠出できず、ボランティアで運営しているふ化場が１ヶ所あった（N-4）。 

組合給料に人件費が一括計上されているふ化場があった(P-3)。 

自然導水を使用し、ポンプを使用していないため動力費が 0 となっているふ化場があった

(N-3)。 

県稚魚買上げ代が特別採捕許可証を持つ個人の収入となり、組合からの給料はなく、人件

費が 0 となっているふ化場があった(P-16)。 

 

収入・支出バランス 

黒字のふ化場は 27 ヶ所中 13 ヶ所、赤字のふ化場は 14 ヶ所であった（図 4）。 

 赤字ふ化場が事業存続できる理由は、サクラマスやアユ等の放流、遊漁料収入等及び、

海産物等の販売収入等で補填しているため。 

 

ふ化場従事者年齢層構成 

ふ化場における従事者のうち最も人員が多い年齢層を「主力層」と定義付けし、27 ふ化場

の年齢層構成をみると、30 代 2 ヶ所、40 代 2 ヶ所、50 代 6 ヶ所、60 代 13 ヶ所、70 代 4 ヶ所

であった（図 5）。 

収入規模が小さいふ化場においては、年齢層が高年齢化している。 

調査対象ふ化場からは、「退職後にふ化場へ従事する者が多い」「通年働く環境になく、若

い世代からの就労希望がない」等のコメントがあった。 

 

環境教育・地域イベント等 

調査対象 27 ヶ所のうち 22 ヶ所のふ化場において、幼児・小学生等参加の採卵・受精・放流

等のサケ学習教室等が実施されていた（図 6 及び表 1）。 

5ヶ所のふ化場については震災の影響や近隣大規模ふ化場が実施していること等から実施

していない。 

さけの一生をテーマに、小学校 2 年生時に放流体験をし、6 年生時に採卵体験を実施して

いるところや、20 年以上前からさけ学習教室を実施しているところもあり、地元小学生等や地

域の環境教育・地域資源の理解・深化が促進されている。 

9 ヶ所のふ化場においては地域の季節的イベントを実施しており、地域の活性化等に寄与

している。 
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(２) 省コストふ化放流技術開発 
 
① 本州日本海沿岸におけるサケ省コストふ化放流技術開発試験 
 
実施機関及び担当者： 
日本海区水産研究所 資源管理部： 飯田真也、藤原邦浩、八木佑太 
富山県農林水産総合技術センター 水産研究所： 野村幸司、村木誠一 

 
【目的】  

日本では，ふ化放流事業によるサケの資源管理が行われてきたが，サケの漁獲量がそれほ

ど多くない本州では，増殖事業経費の縮減や電気・餌代の高騰などを理由にその継続が困難

な地域が増えてきた。今後，サケ資源を持続的に利用していくためには，従来のふ化放流事

業の継続を図りつつ，より省コストな増殖手法も導入する必要がある(飯田 2018)。 
省コストな増殖手法の 1 つとして発眼卵放流がある。発眼卵放流とは，発眼卵を河床に埋設

する増殖手法であり，卵期までは飼育するが仔魚期以降を自然界に委ねることで増殖コストを

削減出来る(飯田 2018)。本課題では 20 万粒規模の発眼卵放流を実施して発眼卵放流に必

要となる作業労力およびその導入によるコスト削減率を確かめ，発眼卵放流の有効性を検討

する。 
 

【方法】  
発眼卵放流の作業労力の把握 

富山県庄川水系（図 1）で調査を実施した。庄川で捕獲したサケ親魚から採卵・受精し，庄

川沿岸漁業協同組合連合会（以下，庄川ふ化場）が飼育する 2018 年級および 2019 年級発

眼卵 20 万粒（2018 年 11 月 25 日採卵：単重 0.234 g/粒，総重量 46.8 kg，2019 年 11 月 25

日採卵：単重 0.252 g/粒，総重量 50.4 kg）を調査に供した。それら発眼卵を 200 ppm のアリ

ザリン・コンプレキソン（ALC）溶液に 24 時間浸漬して ALC 標識を施した。2018 年 12 月 25～

26 日および 2019 年 12 月 24～25 日，発眼卵 20 万粒をパイプを用いて河床に埋設した（直

まき放流，図 2）。一カ所あたりの放流数は約 300 粒とし，2 カ年とも合計約 666 カ所へ放流し

た。放流場所の選定にあたっては，河床内の高い通水性を維持し，卵が稚魚に育つまでの生

残率を低下させないよう，砂・泥が多く，水深が深くて流速が遅い場所を避けた(Iida et al. 

2017)。全ての作業を 3 名 1 チームの 5 チーム（合計 15 名）で行い，要した時間を記録した。 

 

発眼卵が稚魚に育つまでの成長予測および生残率の推定 

放流した発眼卵が稚魚に育つまでの生残率を把握するため，250 粒の卵を収容したバイバ

ートボックスを 12 個用意し，それらを調査区間（図 1）に分散して埋設した。庄川の表層水温を

1 時間ごとに観測し（Onset Tidbit v2, Bourne MA, USA），各日の平均値を求め，その積算水

温から発眼卵放流群の成長を予測した。なお，2019 年級に関しては 2 月 3 日までの観測値し

か得られていないため（2020 年 2 月 26 日現在），2 月 4 日以降の水温が昨年度の平均+2℃

の範囲で推移していると仮定して積算水温を求めた。積算水温が 900℃に達し，2018 年級群

が稚魚に育ったと見込まれた 2019 年 3 月 8 日，埋設したバイバートボックスを回収し，残存し

た斃死個体を計数して生残率『（250-斃死個体数）/250』を求めた。 

 

発眼卵放流によるコスト削減の試算 

庄川ふ化場におけるサケふ化放流事業の収入として，富山県水産漁港課や富山県鮭鱒部

会によるサケ稚魚の買上費（以下，稚魚買上費）が全体の約 8 割を占める。また，放流総数
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（約 665 万尾）のうち約 7 割が稚魚買上費の対象となり，残りの 3 割（約 201 万尾）が買上対象

外の自主放流となる（庄川ふ化場 私信）。仮に稚魚買上費の対象群を発眼卵放流した場合，

それらは買上対象から外れ，その結果，収入額は減少すると考えられる。そこで，収入額を維

持した上で発眼卵放流を導入することを念頭に，自主放流分を全て発眼卵放流した場合の電

気・餌代の削減率を試算した。試算にあたっては，庄川ふ化場の 2018～2019 年度採卵実績

（2018 年度：10 月 24 日採卵開始，同 12 月 5 日採卵終了，そのうち 27 日間採卵実施，2019

年度：10 月 15 日採卵開始，同 12 月 12 日採卵終了，そのうち 21 日間採卵実施）および飼育

計画を入手し，全ての採卵群の発眼・ふ化・浮上時期を調べた。発眼卵放流は物理的な衝撃

に弱くなるふ化の 3 日前までに行う必要がある。以上を踏まえて，まず各採卵群に対して発眼

卵放流を実施することが可能な期間を求めた。次に，1 日あたり 8 万粒の発眼卵放流を実施

可能であると仮定し，どの採卵群を発眼卵放流した場合に自主放流分の放流数を賄えるかを

求めた。飼育期間を出来るだけ短縮させるよう，後半の採卵群を優先的に選択した。そして，

この時の飼育期間および要する電気・餌代を求め，従来の費用と比較した。なお，全ての発眼

卵放流は庄川ふ化場職員とボランティアによって行われると仮定し，新たな雇用の必要性を

考慮しなかった。 
 
【結果および考察】  
発眼卵放流の作業労力 

 2018・2019 年度ともに 5 チーム（3 名 1 チーム）で 20 万粒の発眼卵放流を行った。作業時

間および作業効率（放流卵数/チ－ム/時間）はそれぞれ 2018 年度：265 分および 9.06，

2019 年度：185 分および 14.16 だった（図 3）。2019 年の作業効率が向上した要因として，調

査員の大半が昨年度に引き続き参加し，放流作業に習熟したことが考えられた。 

 

発眼卵が稚魚に育つまでの成長予測および生残率 

 発眼卵放流時の積算水温は 393℃であり，浮上期の目安となる積算水温 900℃には 2018

年級では 2019 年 3 月 10 日頃，2019 年級では 2020 年 3 月 1～10 日頃に到達すると予測さ

れた（図 4）。2019 年 3 月 8 日，埋設した 12 個のバイバートボックスを回収して 2018 年級の

生残率を求めた。生残率の平均（95%信頼区間）は 97.8%（97.0%～98.5%）と推定された（図

5）。これにより，20 万粒の発眼卵放流によって 19.6 万尾（19.4～19.7 万尾）の稚魚を生産し

たと考えられた。2019 年級については現時点（2020 年 2 月 26 日）で仔魚期にあると考えられ

る。今後，2018 年級と同様の作業を行い，発眼卵が稚魚に育つまでの生残率を推定する。 

 将来的には庄川に回帰したサケ親魚に含まれる ALC 標識魚の混入率を確かめ，発眼卵放

流の回帰率を推定する方針である。なお，岸・徳原（2017）はヤマメの稚魚放流群と発眼卵放

流群の増殖効果（漁獲可能サイズの魚を 1 尾生産する費用）を比較し，発眼卵放流群の方が

優れていたことを報告している。これを踏まえるとサケ発眼卵放流の増殖効果も低くないことが

期待される。 

 

発眼卵放流によるコスト削減の試算 

【2018 年級】7.7 百万粒を採卵した。全て稚魚放流とした場合の予定飼育期間は 10 月 24 日

～3 月 15 日だった。放流総数（約 665 万尾）の 3 割を発眼卵放流とする場合，27 日間の採

卵群のうち 10 日分（計 208 万粒）を対象とすると実現可能であった。この時の飼育期間は 10

月 24 日～2 月 22 日となり，従来と比べて 21 日間短縮されることが見込まれた。また，電気・

餌代は従来（約 213 万円，2009～2018 年の平均金額，庄川ふ化場 私信）と比べて約 8 割

（177 万円）に削減できると考えられた（図 6）。ただし，この場合，1 日あたり最大 8 万粒の発

眼卵放流をのべ 26 日間行う必要がある。 
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【2019 年級】庄川のサケ捕獲数が 0.54 万尾と平年（1997～2018 年平均：2.8 万尾）の 2 割と

少なく，採卵数は 5.2 百万粒に留まった。採卵から稚魚に育つまでの生残率（約 85%）を踏ま

えると，5.2 百万粒から生産される稚魚は 4.4 百万尾と見込まれ，この生産尾数は稚魚買上尾

数（約 466 万尾）を下回る。よって，自主放流となる発眼卵放流分の種卵を確保するに至ら

ず，飼育期間を短縮することは不可能と判断した。収入を維持しつつ発眼卵放流を導入して

コストを削減するには，十分な種卵を確保することが重要と考えられた。 

 

 2018 年級に関する試算では，発眼卵放流が実現可能であると仮定した。ふ化場職員の高

齢化が進んだ状況においては，この仮定が現実的でない地域もあると考えられ，その場合新

たな雇用を要する。従来の稚魚放流をどれだけ発眼卵放流に代替えしていくか，その配分は

発眼卵放流によるコスト削減額と新たな人件費を比較し，また，今後確かめる発眼卵放流群の

回帰率などを踏まえた上で慎重に検討しなければならない。 

 

【引用文献】  
Iida, M., Imai, S. & Katayama, S. (2017) Effect of riverbed conditions on survival of planted 

eyed eggs in chum salmon Oncorhynchus keta. Fisheries Science, 83, 291-300. 

 

飯田真也 (2018) 省コストなサケ増殖手法「発眼卵放流」の導入を目指した研究の紹介. 日

本海リサーチ＆トピックス, 23, 3-5. 

 

岸 大弼・德原哲也 (2017) ヤマメ稚魚放流個体および発眼卵放流個体の残存状況と費用

対効果の比較. 岐阜県水産研究所研究報告, 1-7. 
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図 6 全て稚魚放流とした場合と総放流数の 3 割を発眼卵放流に替えた場合に要

する電気（⻘）・餌代（赤）の比較，A：2018 年級，B：2019 年級 
   2019 年級については種卵不足を理由に発眼卵放流の導入を検討していない。 
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② 本州日本海沿岸におけるサクラマス省コストふ化放流技術開発試験 
 
実施機関及び担当者： 
富山県農林水産総合技術センター水産研究所内水面課： 野村幸司、村木誠一、浦邉清治 
日本海区水産研究所 資源管理部： 飯田真也 

 
【目的】  

富山県ではサクラマス資源維持のため、稚魚放流やスモルト放流を継続しているが、河川、

海面ともに漁獲量の低迷が続いている。サクラマスは河川生活期間が長く、スモルト放流を行う

場合は 1 年半もの期間飼育する必要があり、多大な労力とコストを要していることから、増殖手

法の抜本的な見直しが必要である。このことから、ヤマメでは一定の増殖効果が確かめられた

発眼卵放流（岸・德原 2017）をサクラマスに応用することを検討する。 
 

【方法】  
 試験には富山県農林水産総合技術センター水産研究所が養成するサクラマス親魚から得

たサクラマス発眼卵を用いた。 

 

2018 年級試験 

 2018 年 11 月 29 日、神通川水系山田川において、サクラマス発眼卵 24 千粒を埋設し（耳

石温度標識施標 2,2nH）、2019 年 2 月 18 日時点（積算温度 908℃）の浮上率は 91％であっ

た（試験区：詳細は平成 30 年度報告書）。また、試験区と同ロットの発眼卵（ALC 標識（一重リ

ング））を放流まで富山漁業協同組合増殖場で飼育し、21.5 千尾（試験区の浮上率から決定）

を 2019 年 3 月 5 日に試験区と同地点で放流した（対照区）。 

 同年 4 月 5 日、放流地点付近において、電気ショッカーを用いて稚魚生息密度調査を実施

した。生息密度は 2 回除去法により算出し、採集した稚魚の耳石標識を解析した。 

 また、放流コストについて試験区と対照区を比較した。 

 

2019 年級試験 

 神通川水系の３地点にサクラマス発眼卵（ALC 標識（一重リング））を河床に直接埋設放流ま

たは容器放流した（試験区）。今後、容器放流群の死卵数から浮上率を求める予定である。 

対照区は稚魚放流群（耳石温度標識 3H）および無給餌放流群（耳石温度標識 2,2nH）とし、

試験区と同一採卵群の発眼卵を稚魚まで育成し、埋設場所付近において放流する予定であ

る。 

 

 両年級とも、降海までの期間の試験区別の生残状況を耳石解析により比較するとともに、親

魚の回帰率を調査する予定である。 
 
【結果】  
2018 年級試験 

 2019 年 4 月 5 日に神通川水系山田川で実施したサクラマス稚魚生息密度調査では、放流

地点付近（水温 9.4℃）の生息密度は 0.1 尾/㎡であった。採捕した稚魚 12 尾のうち 11 尾に

ついて耳石を解析したところ、種苗の由来は試験区（発眼卵埋設）が 36%（4 尾）、対照区（稚

魚放流）が 64%（7 尾）であり、天然魚（無標識魚）は確認されなかった。平均尾叉長は試験区

が 4.3 ㎝、対照区が 4.8 ㎝、平均体重は試験区が 0.8g、対照区が 1.1g であり、いずれも対照

区が大きい傾向であったが有意差は見られなかった（t 検定, p>0.05）。 
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 試験区に用いた発眼卵 1 粒あたりの単価を 1.32 円（富山漁協の親魚受け入れ金額から試

算）、対照区に用いた稚魚 1 尾当たりの単価を 10.0 円（富山漁協の稚魚出荷価格から試算。

人件費含む）として、両試験区の放流コストを比較した。放流に要したコストは、試験区では人

件費（埋設作業員賃金 16,200 円/5 人）を含めて 47,880 円であり、対照区の 215,000 円（全

額稚魚購入費）が 4.5 倍高かった（表１）。このコストに稚魚調査を実施した時点の両試験区の

生息割合を割り戻すと、その相対値は試験区が 133,000、対照区が 335,938 となり、対照区の

コストが試験区の 2.5 倍であった（表２）。 

 

2019 年級試験 

 2019 年級の発眼卵埋設地点について図１に示した。2019 年 12 月 13 日に神通川水系井

田川において 124 千粒（図２：試験区①）、同年 12 月 20 日に同水系熊野川支流黒川におい

て 52 千粒（図３：試験区②）、同年 11 月 22 日に神通川水系熊野川支流黒川支流楜ケ原川

において 9.2 千粒（図４：試験区③）のサクラマス発眼卵を埋設した。埋設卵数は 1 地点あたり

約 500 粒とし、作業時間は試験区①では 14 人で 2.5 時間、試験区②では 9 人で 2.0 時間、

試験区③では 3 人で 1.5 時間であった。 

 2019 年級の埋設卵数は合計 185 千粒であり、2018 年度の 7.7 倍に増加した（図５）。発眼

卵埋設の作業効率は、3 人 1 チームとして 1 チームの 1 時間当たりの埋設卵数を比較する

と、試験区①では前年の 4.4 倍、試験区②では 3.6 倍に上昇した（図６）。上昇した理由として

は、1 箇所当たりの埋設卵数の増加（前年 300 粒）、作業日の河川水位が低く好条件だったこ

とおよび作業の熟練化が考えられる。 

 今後、試験区①の対照区として無給餌放流（耳石温度標識 2,2nH）、試験区②および③の

対照区として稚魚放流（耳石温度標識 3H）を実施予定である。 
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表１ 2018 年放流群の放流コスト 

 放流尾数 単価(円) 種苗費用(円) 作業人件費(円) コスト合計(円)…① 

試験区 24,000 1.32 31,680 16,200 47,880 

対照区 21,500 10.00 215,000 種苗単価に含む 215,000 

 

表２ 2018 年放流群の 2019 年 4月 5 日時点のコスト比較 

 採捕した稚魚 11尾の 

種苗の由来（%）…② 

コスト相対値 

（① /②） 

試験区 36%（4 尾） 133,000 

対照区 64%（7 尾） 335,938 
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図５ 埋設卵数            図６ 作業効率 




